
条
例
制
定
の
背
景

　
国
の
固
定
価
格
買
取
制
度（
F
I
T
制
度
）の
普

及
な
ど
に
よ
り
、
県
内
で
も
太
陽
光
発
電
の
導
入

が
進
ん
で
い
ま
す
。

　
一
方
近
年
は
、
設
置
に
当
た
っ
て
住
民
と
の
ト

ラ
ブ
ル
が
散
見
さ
れ
ま
す
。
適
正
に
管
理
さ
れ
て

い
な
い
太
陽
光
発
電
施
設
の
土
砂
災
害
な
ど
へ
の

影
響
も
懸
念
さ
れ
て
お
り
、
地
域
と
共
生
し
た
太

陽
光
発
電
の
導
入
の
必
要
性
が
高
ま
っ
て
い
ま
す
。

条
例
に
よ
り
手
続
き
を
規
定
　

　
県
は
、
令
和
２
年
４
月
に「
太
陽
光
発
電
施
設
の

設
置
等
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」を
策
定
し
、
事

業
者
に
対
し
適
正
な
手
続
き
を
求
め
て
き
ま
し
た
。

　
今
後
、
脱
炭
素
社
会
の
実
現
に
向
け
て
、
さ
ら

に
取
り
組
み
を
強
化
す
る
た
め
、
新
た
に「
太
陽

光
発
電
施
設
の
設
置
等
に
関
す
る
条
例
」を
制
定

し
、
太
陽
光
発
電
施
設
の
適
正
な
設
置
等
に
関
す

る
手
続
き
を
定
め
ま
し
た
。

条
例
改
正
の
背
景

　
近
年
、
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
の
削
減
に
寄
与

す
る
太
陽
光
発
電
や
風
力
発
電
の
導
入
が
進
む
一

方
、
山
間
部
な
ど
に
お
い
て
こ
れ
ら
の
事
業
等
に

よ
る
環
境
へ
の
影
響
が
懸
念
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
そ
こ
で
、
事
業
者
に
よ
る
環
境
保
全
へ
の
適
正

な
配
慮
と
、
そ
こ
で
暮
ら
す
地
域
住
民
と
の
情
報

共
有
や
対
話
な
ど
、
コ
ミ
ュニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
充
実

を
図
る
た
め
、「
環
境
影
響
評
価
条
例
」の
一
部
を

改
正
し
ま
し
た
。（
施
行
日
／
令
和
４
年
１０
月
１
日
） 

早
い
段
階
で
地
域
住
民
に

事
業
計
画
の
概
要
を
周
知
　

　
環
境
影
響
評
価
の
手
続
き
の
お
お
む
ね
の
流
れ

は
、
①
方
法
書　
②
準
備
書　
③
評
価
書
で
す

が
、
条
例
改
正
に
よ
り
、
事
業
者
が
①
方
法
書

を
作
成
す
る
前
に「
事
業
計
画
の
概
要
」を
地
域
住

民
や
関
係
す
る
市
町
村
に
周
知
し
、
環
境
の
保
全

上
の
観
点
か
ら
の
意
見
を
求
め
る
こ
と
を
義
務
化

し
ま
し
た
。

　
手
続
き
は
、
第
一
種
事
業
と
第
二
種
事
業
に
区

分
さ
れ
て
い
ま
す
。
規
模
の
小
さ
い
第
二
種
事
業

は
、
こ
れ
ま
で
説
明
会
や
地
域
住
民
が
意
見
す
る

機
会
が
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
が
、
新
た
に
②
準
備

書
の
手
続
き
に
説
明
会
な
ど
の
実
施
を
義
務
化
し

ま
し
た
。

「
環
境
影
響
評
価
条
例
」を
一
部
改
正
し
ま
し
た

「
太
陽
光
発
電
施
設
の
設
置
等
に
関
す
る
条
例
」を
制
定
し
ま
し
た

大
規
模
な
発
電
事
業
等
を
行
う
と
き
は

住
民
へ
周
知
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す

条例の概要

◦設置規制区域における設置の原則禁止
◦地域住民等への事前説明
◦事業計画の届け出
◦維持管理等計画の策定および公表
◦事業廃止の事前届け出
◦違反行為に対する行政処分および罰則

県政 ニュース

問
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
室

☎
０
２
２（
２
１
１
）２
６
５
５

saiseis@
pref.m

iyagi.lg.jp

必
要
な
書
類
な
ど
は
こ
ち
ら
か
ら

ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
で
き
ま
す
。

午後2時～
3時30分

新しい条例で何が変わるのか、
必要な手続きなどについて説
明します。（事業者向け）
オンライン（Zoom）配信により
行いますのでご参加ください。
※アーカイブ視聴もできます

条例改正の概要
◦「事業計画概要書」の手続きを新設し、地域住民等への周知を義務化
◦第二種事業に説明会の手続きを新設し、地域住民等が意見を提出できる機会を創設
◦条例の対象事業となる規模要件の改正（条例施行規則改正により、風力発電所、太陽

電池発電所、工場・事業場用地造成事業の規模要件を改正）　など

環
境
影
響
評
価
条
例
に
関
す
る
こ
と

問
環
境
対
策
課

☎
０
２
２（
２
１
１
）２
６
６
７

施行日：令和４年１０月１日
対　象：出力50ｋW以上の太陽光発電施設
　　　　 （建物等の屋根等に設置するものを除く）

詳しい情報と
申し込みはこちら

59 月

届け出制
その他の区域

①地すべり防止区域
②急傾斜地崩壊危険区域
③土砂災害特別警戒区域
④砂防指定地

設置規制区域
原則設置禁止

説明会開催

手続きの流れ（第二種事業）

事
業
計
画
概
要
書

①
方
法
書

②
準
備
書

③
評
価
書

工
事
着
手

住民等
へ周知説明会

※赤い部分が改正により追加

条
例
に
規
定
す
る
事
項

太
陽
光
発
電
施
設（
50　
以
上
）の
設
置
に
は
、

届
け
出
や
許
可
が
必
要
と
な
り
ま
す

ｋW
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